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カーボン・クレジット取引に関連する取り組み 時系列
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～2012 ~2020 2015 2019 2020 2021 2022 2023

京都議定書
第一約束期間
2008~2012

京都議定書
第二約束期間
2013~2020

• カーボン・クレジット関連商品開発
• カーボン・クレジットファンド出資

国内外の動向

大和証券の取り組み

パリ協定採択

• 欧州 カーボンニュートラル宣言
• 日本 2050年 カーボンニュートラル宣言
• 米国 パリ協定復帰
• COP26 +1.5℃努力目標合意

• 排出権/クレジット取引に関する調査
• 欧州排出権 取扱い開始

GXリーグ構想

GXリーグ賛同

カーボン・クレジ
ット市場開設

MMとして参加
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欧州企業との資本業務提携
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欧州の有力企業との資本業務提携を通じて、再エネ分野における事業拡大

Green Giraffe Advisory B.V. へ出資

再エネ分野のアドバイザリープラットフォームを強化

Aquila Group との戦略的提携

欧州・アジアにて投資家へ優良な投資機会を提供

欧州を中心に

再エネ分野に特化した

アドバイザリーを行う

欧州・アジアにおいて

再エネ事業を

開発・運用
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金融商品を通じた脱炭素への取り組み
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約20兆円規模
クライメート・
トランジション
利付国債
の発行

アドバイザー

フレームワーク作成等に
関連するサポートを実施

政府支援

金融商品を通じて脱炭素事業の資金循環に貢献

非化石エネルギーの推進
産業構造転換・
省エネの推進

資源循環・
炭素固定技術 等

• 大和証券では、カーボン・クレジットに関連する商品開発に継続的に
取り組んでおります。京都議定書メカニズムにおいては、温室効果ガス
削減事業から発行されるクレジット（CER）に連動する債券(CO2L
ボンド)を開発しました（図1 参照）。

• 現在も、脱炭素事業に投資するファンド等、商品開発に取り組み、
脱炭素事業への資金循環の円滑化を目指しております。

図1 CO2Lボンドスキーム図

水素・アンモニアの
需要拡大支援 等

製造業の構造改革を
実現する省エネ 等

新技術の研究開発・
社会実装 等

利金

元本

CO2L Bond

クレジット
市場

温暖化ガス

削減事業者

CO2L
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保有者

利金
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償還金

CER

・利払い原資により
CERを購入
・クレジット市場で
CER売却
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欧州市場での排出権取引
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欧州排出権(EUA)市場

• 燃料、電力の価格、経済活動、気候の変化、政策決
定等、市場環境を反映して即時に価格形成される（図
2）

• 先物取引の取引量が多く、ヘッジニーズに対応した市場
が形成されている（図3, 4）

• 取引量の多くを金融機関が占める（図5）

金融機関は、先物、オプション、先物と現物の裁定取引、とい
った様々な取引手法や関連商品開発を通じてリスクを分散。

EU ETS
第4フェーズ

ウクライナ
情勢懸念

気候悪化
エネルギー価格上昇

気候の安定
再エネ供給増

出所：European Commissionより大和証券作成

出所：ESMA EU carbon markets 2024

図2 EUAオークション価格推移

図3 取引所Volume(mil tCO2) 図4 ネットポジション (1000EUA) 図5 取引所参加者別Volume(mil tCO2)
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国内カーボン・クレジット市場に関する取り組み
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時期 国内カーボン・クレジットにおける大和証券の取り組み

2022年3月 GXリーグ基本構想に賛同

2022年9月 ~ 2023年1月 Jクレジットの取引所設立に向けての取引実証に参加

2023年
適格カーボン・クレジットWG、ボランタリーカーボンクレジット情報開
示検討WG、に参加

2023年10月 JPXにてカーボン・クレジット市場開設。取引に参加。

2023年11月 ～ 2024年2月 2023年11月 ～ 2024年2月。GMMに選出される。

2024年5月 ～ 2025年3月 2024年度のマーケットメイカー制度に参加。

カーボン・クレジットの価格透明化により、社会全体での効率的な排出量削減に貢献

• カーボン・クレジット取引によってクレジットの価値が明確になることで、排出量削減のインセンティブを生み出し、社会全体での効率的な排出量削
減を実現する、という意義があると考えます。

• そのためには、取引市場に十分な流動性があり、適正な価格が形成されることが重要です。

• 大和証券は社会課題や環境問題の解決に取り組んでおり、日本でのカーボン・クレジット取引においては、この市場への流動性供給を通じて排
出量削減に貢献することを目指します。

JPXでの授賞式の様子
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